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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第83期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第82期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 2,766,30711,776,779

経常利益 (千円) 185,321 643,249

四半期(当期)純利益 (千円) 111,625 492,901

純資産額 (千円) 7,789,8627,658,172

総資産額 (千円) 15,509,60115,313,283

１株当たり純資産額 (円) 260.69 256.24

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 3.74 16.49

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─

自己資本比率 (％) 50.2 50.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 657,5071,039,050

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △288,524△799,127

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △82,371△468,669

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,493,6771,197,757

従業員数 (名) 552 541

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間における、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容の重要な変更は以下のとおりです。

　

(１)　事業内容の重要な変更(事業区分の変更)

該当事項はありません。

　

(２)　主要な関係会社の異動

休業中であったダイジェット・ピーシーツール株式会社(連結子会社)及びダイジェットメタル有限会

社(非連結子会社)は、平成20年６月30日に解散いたしました。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

　

(１)　解散

休業中であったダイジェット・ピーシーツール株式会社(連結子会社)及びダイジェットメタル有限会

社(非連結子会社)は、平成20年６月30日に解散いたしました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 552(120)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 523(112)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは事業の種類として、超硬合金・工具の製造及び製品等の販売を営んでいる単一事業であ

ります。

　

(1) 生産実績
　

製品 生産高(千円)

焼肌チップ 602,933

切削工具 1,539,276

耐摩耗工具 607,788

その他 1,225

合計 2,751,222

(注) １　金額は販売価格をもって計上しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループでは、一部見込による生産もありますので、次表は契約の成立したものを受注高として計

上し、契約成立後未出荷のものを受注残高として計上しております。
　

製品 受注高(千円) 受注残高(千円)

焼肌チップ 592,146 103,159

切削工具 1,553,676 508,415

耐摩耗工具 597,875 313,786

その他 3,435 7,134

合計 2,747,132 932,494

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績
　

製品 販売高(千円)

焼肌チップ 589,223

切削工具 1,566,825

耐摩耗工具 602,794

その他 7,465

合計 2,766,307

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、長期化する原油・原材料価格の高騰およびこれに伴う物価上

昇により企業収益および個人消費への影響が懸念される状況となりました。また、サブプライムローン

問題に端を発する米国経済の景気後退懸念等もあり、先行き不透明感が更に増してまいりました。

　当超硬工具業界におきましても、自動車産業の動向等業況への影響が懸念されるところであります。

　こうした中にあって、当社グループにおきましては海外市場への注力とコスト抑制に努めました結

果、当第１四半期の業績は売上高2,766百万円、営業利益156百万円、経常利益185百万円、四半期純利益

111百万円となりました。

　海外への売上高は683百万円であり、売上高に占める比率は24.7%となりました。 

　

(2)　財政状態の分析

(資産)

資産は前連結会計年度末に比べ196百万円増加し15,509百万円となりました。このうち流動資産は59

百万円、固定資産は136百万円それぞれ増加しました。

　流動資産は、現金及び預金が295百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が181百万円、未収入金が

80百万円減少しました。 

　固定資産のうち、有形固定資産は三重の新工場関連投資等により35百万円増加しました。また、投資そ

の他の資産は投資有価証券が時価評価等により168百万円増加し、これに伴い繰延税金資産は68百万円

減少しました。

(負債)

負債は前連結会計年度末に比べ64百万円増加し、7,719百万円となりました。このうち流動負債は247

百万円増加しましたが、固定負債は183百万円減少しました。

　流動負債では、短期借入金が187百万円、未払費用が372百万円それぞれ増加し、賞与引当金が163百万

円、支払手形及び買掛金が64百万円それぞれ減少しました。未払費用の増加と賞与引当金の減少は、賞

与引当金の一部を未払費用に振替えたことによります。 

　固定負債の減少は、長期借入金の減少179百万円等によるものであります。

(純資産)

純資産は前連結会計年度末に比べ131百万円増加し7,789百万円となりました。株主資本は、剰余金の

配当89百万円に対し四半期純利益が111百万円であったこと等により、20百万円増加の7,501百万円と

なりました。また、株式の時価評価等により評価・換算差額等は110百万円増加し288百万円となりまし

た。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得された資金は657百万円でありました。資金流入の主な要因は、税金等調整前当

四半期純利益185百万円、減価償却費126百万円、売上債権の減少268百万円およびその他232百万円（賞

与の債務増を含む）等であり、資金流出としては、仕入債務の減少82百万円、法人税等の支払額73百万

円があります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により流出した資金は288百万円でありました。主な要因は設備投資であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により流出した資金は82百万円でありました。主な要因は配当金の支払であります。

以上の結果、現金及び預金同等物の当四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末と比べ、295百

万円増加し1,493百万円となりました。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第127条各号に掲げる事項)は次のとおりです。

　

１．基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の事業特性並びに株主をはじめと

する国内外の顧客・社員・取引先などの各ステークホルダーとの間に築かれた関係や当社の企業価

値の本源を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、継続的若し

くは持続的に向上させる者であることが必要と考えております。

　また、当社は、特定の株主又は株主グループによる当社株券等に対する大規模買付行為が行われた

際に、これに応じるかどうかは、最終的には株主の皆様の自由な意思と判断によるべきものであると

考えております。

　しかしながら、大規模買付行為の中には、その目的等から見て当社の企業価値及び株主共同の利益

に明白な侵害をもたらすものがあることも否定できません。

　したがいまして、その判断のためには、大規模買付行為者からの必要な情報の提供と、株主の皆様が

判断するための期間が、十分に確保されることが重要であると考えております。

　また、当社は、「生産財の一隅を担うメーカーとして、産業界の創造的製品ならびに並びに新素材の

出現、加工技術の進展に追随しうる情報力を養い、技術力と開発力を備え、本業による収益力を高め

て株主に報い、従業員の生活環境を満たし、各種取引先との共存に配慮して社会に貢献する」ことを

経営の基本方針としておりますが、機械工具業界における幅広いノウハウと豊富な経験のもとにこ

れらの方針にもとづ基づき現に経営を担っている当社取締役会がどのような意見を有しているか

も、株主の皆様には重要な判断材料になるものと考えております。

　以上から当社といたしましては、株主の皆様が大規模買付行為に対して適切な判断を行な行うため

には、大規模買付者から必要な情報が十分に提供されるとともに、当社取締役会からの評価・意見を

含めた情報が提供され、株主の皆様が大規模買付行為に応じるかどうかの判断をするための期間を

十分に確保するため、若しくは大規模買付行為による当社の企業価値及び株主共同の利益への明白

な侵害を防止するため、大規模買付行為に関する対抗措置も含めた一定のルールが必要であると考

えております。

　

２．基本方針の実現に資する取組み

①基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、1938年に創業以来、超硬合金・超硬工具の専業メーカーとして、「独創性豊かな技術開発

で世界に貢献する」ことを経営理念に掲げ、新技術・新製品の創造による成長の持続を目指してお

ります。

　また、当社は、素材の開発から一貫した製品づくりを行な行い、国内外の幅広い需要家に提供してい

く中で、時代に即した事業体制の構築を進め、中期経営目標においても「高付加価値製品の開発によ

る企業収益の向上」「海外売上高比率の向上」「スピードとチャレンジ」「社会的責任の達成と社

会貢献」を掲げ、将来に向けて企業価値の向上に取り組んでおります。

　さらに、当社は、継続して社会から信頼され、企業倫理に則した公正な事業活動を推進していくため

に、取締役をはじめ全従業員に対する行動の基本方針としての行動規範及び行動規準を遵守し、内部

統制システムを整備してコンプライアンス重視の経営体制を進めております。
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このような取組みを通じて、当社は、社会的責任を果たすべく透明性・健全性の高い効率的な経営

活動を実現し、株主をはじめとする各ステークホルダーに最大限に配慮しながら、継続的、安定的に

収益を確保し、企業価値を高めることが経営の最重要課題と考えております。

　

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ、上記基本方針を実現するため、特定

の株主又は株主グループによる当社株券等に対する一定規模以上の買付行為が行われた際の買付行

為に関するルール(以下、「本プラン」といいます)を導入いたしました。

　本プランは、特定の株主又は株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為又

は結果として特定の株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為(ただし、当

社取締役会が予め同意しているものを除きます。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」とい

い、大規模買付行為を行な行う者を「大規模買付者」といいます。)を対象とします。

大規模買付者が従うべき手続として、当社取締役会に対する意向表明書の提出並びに株主及び当社

取締役会による判断に必要な情報提供、当社取締役会による評価・検討期間の確保(公開買付による

当社株券等の全ての買い付けの対価を現金(円貨)のみとする場合は最大60日、それ以外は最大90日)

を要請しております。　

また、本プランは、大規模買付者への当社がとりうる対抗措置として、当該時点において適用ある

法令及び金融商品取引所規則、当社定款等に則り、最も適切であると判断される対抗措置の発動を決

議することを前提として、その発動要件を、大規模買付者が本プランに定める手続を遵守しない場

合、又は本プランに定める手続を遵守した場合であったとしても、大規模買付行為が当社の企業価値

及び株主共同の利益を著しく毀損すると判断される場合に限定しております。本プランに基づき対

抗措置を発動するか否かは、最終的には当社取締役会により決定されますが、当社取締役会の合理性

及び客観性を担保するため、社外の独立した第三者である当社の社外監査役又は社外有識者から構

成される特別委員会を設置し、その意見を最大限尊重するものとしています。

　本プランに定める要件のいずれかに該当し、特別委員会の勧告により当社取締役会が対抗処置措置

として新株予約権の無償割当てを実施することを決定した場合には、当社取締役会は、その決議によ

り割当期日における当社株主(当社を除く)の保有する当社株式１株につき１個を上限として当該決

議において別途定める割合で新株予約権(非適格者による権利行使が認められないという行使条件

及び譲渡制限が付されています。)を無償割当ての方法で割当てます。この新株予約権は、１円(また

は又は当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限として当社取締役会が新株予約権無償割当決議

において定める価額)を払い込むことにより当社株式１株を取得することができるものとします。ま

た、当社が非適格者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得

条項を付しており、当社がかかる条項に基づく取得をする場合、本新株予約権１個と引換えに、対象

株式数の当社株式が交付されます。

　本プランにおいて、当社取締役会は、大規模買付行為が開始されようとした事実、大規模買付者の必

要情報の受領、取締役会評価期間の開始及び満了又は延長、大規模買付行為に関する当社取締役会の

意見又は代替案、当社取締役会による本プランの廃止若しくは修正又は変更、当社取締役会による対

抗措置の実施又は不実施若しくは中止又は撤回、その他当該時点において適用ある法令等及び金融

商品取引所規則に基づき開示が必要とされる内容については適時適切に公表します。

　本プランの有効期間は当社第82回定時株主本総会終結後３年以内に終結する事業年度のうち最終

のものに関する当社定時株主総会の終結の時までとします。ただし、当該有効期間の満了前であって

も、当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、又は当社の株主総会で選

任された取締役で構成される当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行な行われた場合

には、本プランは当該時点で廃止されるものとします。
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本プランの導入時点においては、具体的な対抗措置は採られておりませんので、株主及び投資家の

皆様に具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランの対抗措置として新株予約権の無償

割当てが実施された場合、株主の皆様が新株予約権行使手続を行わないと、その保有する当社株式が

希釈化されることになります(ただし、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場

合、株式の希釈化は生じません)。

　

　
３．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

①基本方針の実現に資する特別な取組み

上記２．①に記載した企業価値向上への取組みやコーポレートガバナンスの充実への取組みは、

当社の企業価値・株主共同の利益を継続的、安定的に向上させるための具体的方策として策定され

たものであり、当社の基本方針に沿うものです。

　

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

上記２．②に記載のとおり、本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目的と

して導入されるものであり、当社の基本方針に沿うものです。

　特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得ることを条件に導入されるものであること、有

効期間を３年間とするサンセット条項が付され、有効期間満了前であっても株主総会の決議により

廃止できるとされていること、独立性の高い者のみから構成される特別委員会が設置され、本プラン

の発動に際しては必ず特別委員会の判断を経ることが必要とされていること、その内容として合理

的な客観的発動要件が設定されていることなどにより、その合理性・客観性が担保されており、当社

の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものではありません。

　

(5)　研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は128百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名  

内容

普通株式 29,929,99629,929,996

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 29,929,99629,929,996― ―

(注)　発行済株式数には現物出資による発行株式40,000株(2,000千円)が含まれております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年６月30日 ― 29,929,996 ― 3,099,194 ─ 3,043,016

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 43,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,558,000
29,558同上

単元未満株式 普通株式 328,996 ― 同上

発行済株式総数 29,929,996― ―

総株主の議決権 ― 29,558 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権の数２個)含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式775株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ダイジェット工業株式会社

大阪市平野区加美東
２丁目１番18号

43,000 ― 43,000 0.1

計 ― 43,000 ― 43,000 0.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 235 240 236

最低(円) 205 218 224

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

ダイジェット工業株式会社(E01488)

四半期報告書

11/26



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、清友監査法人により四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,493,677 1,197,757

受取手形及び売掛金 2,520,075 2,701,334

商品及び製品 ※１
 2,067,856

※１
 2,051,771

原材料 671,877 753,066

仕掛品 1,005,511 943,399

貯蔵品 43,061 40,559

繰延税金資産 300,012 299,844

未収入金 278,516 358,901

その他 127,549 102,687

貸倒引当金 △15,038 △15,868

流動資産合計 8,493,101 8,433,454

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,240,929 1,261,414

機械装置及び運搬具（純額） 1,654,099 1,721,529

土地 1,644,121 1,644,121

その他（純額） 250,298 126,907

有形固定資産合計 ※２
 4,789,449

※２
 4,753,972

無形固定資産 20,707 20,384

投資その他の資産

投資有価証券 1,366,979 1,198,961

長期貸付金 12,706 14,313

長期預金 300,000 300,000

差入保証金 98,133 143,438

保険積立金 262,583 259,180

繰延税金資産 194,526 262,656

その他 10,558 11,173

貸倒引当金 △39,145 △84,251

投資その他の資産合計 2,206,343 2,105,472

固定資産合計 7,016,500 6,879,829

資産合計 15,509,601 15,313,283
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,301,702 1,366,053

短期借入金 1,626,958 1,439,092

未払法人税等 81,977 88,125

賞与引当金 138,640 301,666

役員賞与引当金 25,000 20,000

未払費用 468,111 95,127

その他 159,049 243,740

流動負債合計 3,801,439 3,553,804

固定負債

長期借入金 2,629,188 2,808,352

役員退職慰労引当金 371,234 391,141

退職給付引当金 917,878 901,813

固定負債合計 3,918,300 4,101,306

負債合計 7,719,739 7,655,110

純資産の部

株主資本

資本金 3,099,194 3,099,194

資本剰余金 3,057,132 3,057,132

利益剰余金 1,358,970 1,337,003

自己株式 △13,685 △12,600

株主資本合計 7,501,611 7,480,729

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 287,677 188,412

為替換算調整勘定 573 △10,970

評価・換算差額等合計 288,250 177,442

純資産合計 7,789,862 7,658,172

負債純資産合計 15,509,601 15,313,283
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 2,766,307

売上原価 1,917,792

売上総利益 848,514

販売費及び一般管理費 ※１
 691,770

営業利益 156,744

営業外収益

受取利息 572

受取配当金 15,446

為替差益 25,929

その他 10,580

営業外収益合計 52,528

営業外費用

支払利息 19,694

手形売却損 3,282

その他 975

営業外費用合計 23,952

経常利益 185,321

特別利益

貸倒引当金戻入額 872

特別利益合計 872

特別損失

固定資産除却損 531

特別損失合計 531

税金等調整前四半期純利益 185,661

法人税、住民税及び事業税 74,036

四半期純利益 111,625
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 185,661

減価償却費 126,622

貸倒引当金の増減額（△は減少） △836

受取利息及び受取配当金 △16,018

支払利息 19,694

手形売却損 3,282

為替差損益（△は益） △7,471

有形固定資産売却損益（△は益） 531

売上債権の増減額（△は増加） 268,594

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,375

仕入債務の増減額（△は減少） △82,561

その他 232,756

小計 737,630

利息及び配当金の受取額 16,018

利息の支払額 △19,403

手形売却に伴う支払額 △3,282

法人税等の支払額 △73,454

営業活動によるキャッシュ・フロー 657,507

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △286,986

無形固定資産の取得による支出 △500

投資有価証券の取得による支出 △624

貸付金の回収による収入 2,129

その他 △2,542

投資活動によるキャッシュ・フロー △288,524

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 300,000

短期借入金の返済による支出 △88,000

長期借入れによる収入 100,000

長期借入金の返済による支出 △303,298

自己株式の取得による支出 △1,084

配当金の支払額 △89,988

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,371

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,307

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 295,920

現金及び現金同等物の期首残高 1,197,757

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,493,677
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

会計処理の原則及び手続の変更

　(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基

準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を

当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上

総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益が5,859千円それぞれ減少しております。

 

　(2)　リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　

企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１

月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適

用指針第16号)を当第１四半期連結会計期間から早期

に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理に変更し、リース資産として計上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零または残価保証額とす

る方法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続

き採用しております。

当第１四半期連結会計期間において、この変更に伴

う影響はありません。

　

EDINET提出書類

ダイジェット工業株式会社(E01488)

四半期報告書

17/26



【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

４　経過勘定項目の算定方法

一部の費用について、合理的な算定方法による概算

額で計上する方法によっております。

５　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。

６　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏

しいときには、親会社の金額に合わせる方法により相

殺消去しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。なお、法人税等調整額は法人税、住

民税及び事業税に含めて表示しております。
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【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　有形固定資産の耐用年数の変更

法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律　

平成20年４月30日　法律第23号)に伴い、法定耐用年数

及び資産区分が見直されました。これにより、当社の機

械装置については、従来耐用年数を２～10年としてお

りましたが、当第１四半期連結会計期間より２～12年

に変更しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益は、それぞれ3,684千円増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１

　　商品 116,776千円

　　製品 1,951,079千円

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

12,077,519千円

※１

　　商品 112,086千円

　　製品 1,939,685千円

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

11,959,595千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　給与手当及び賞与 199,926千円

　減価償却費 4,274千円

　賞与引当金繰入額 36,665千円

　役員賞与引当金繰入額 5,000千円

　役員退職慰労金引当金繰入額 6,113千円

　退職給付引当金繰入額 20,974千円

　支払手数料 61,662千円

　広告宣伝費 18,560千円

　研究開発費 45,295千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,493,677千円

現金及び現金同等物 1,493,677千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 29,929,996

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 48,566

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 89,658 3 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

　　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、当四半期連結累計期間に

おけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりま

せん。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

事業の種類として、超硬合金・工具の製造および製品等の販売を営んでいる単一事業のため、事業の種

類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

北米 西欧 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 124,612 154,100 340,688 63,942 683,344

Ⅱ　連結売上高(千円) 2,766,307

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.5 5.6 12.3 2.3 24.7

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

３　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米………………米国・カナダ

　(2) 西欧………………イギリス・イタリア・ドイツ

　(3) アジア……………韓国・中国・タイ

　(4) その他の地域……ブラジル・ロシア

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

260.69円 256.24円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 3.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 111,625

普通株式に係る四半期純利益(千円) 111,625

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 29,883,885

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月12日

ダイジェット工業株式会社

取締役会　御中

　

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　本　　博　　三　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　和　　田　　　　　司　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイ

ジェット工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計

期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイジェット工業株式会社及び連結子会社の

平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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